
【資料２】

第9期高齢者保健福祉計画　個別事業進捗状況及び今後の展開

基準値 実績値

R6 R7 R8 R4 R6

1

地域包括支
援センター
事業の普
及・啓発

地域包括⽀援センター
の存在と役割が住⺠へ
広く認知されるよう、
住⺠が利⽤しやすい場
所（公⺠館、サロン・
シニアクラブなど）で
出前講座・相談事業な
どを実施します。ま
た、関係機関及び事業
所との連携を強化しま
す。

高齢者
支援課
（地域
包括支
援セン
ター）

地域のサロン、シニアクラブ、健
康教室等に積極的に出向き、地域
との関係づくりに取り組み、地域
包括支援センターの役割を周知し
た。

　【第1包括】
　　サロン101回、出前講座17回
　【第2包括】
　　サロン130回、出前講座16回

出前講座等開催回
数

150回 150回 150回 159回 264回

⑤
　
4
　
3
　
2
　
1

地域のサロン、シ
ニアクラブ、健康
教室等の高齢者が
参加する集まりに
積極的に出向き、
地域との関係づく
りに取り組み、地
域包括支援セン
ターの役割を周知
している。

今後も継続して取
り組みが出来るよ
う検討していく。

2
地域包括支
援センター

の評価

地域包括⽀援セン
ターが実施する事業
について、定期的に
評価・点検を行い、
事業改善などによる
サービスの質の向上
に努めます。

高齢者
支援課

効果の検証を行うにあたり、当
該年度の事業が目標水準に達す
るよう年度の中間期が終了した
10月に進捗状況を確認した。

事業評価会議の開
催数

1回以上
/年

1回以上
/年

1回以上
/年

1回/年
1回以上

/年

⑤
　
4
　
3
　
2
　
1

事業の進捗について
は毎月実施している
定例会でも確認は
行っているものの、
各種事業報告なども
あることから、各地
域包括支援センター
の詳細な進捗を確認
することが難しいた
め、事業評価会議の
意義は大きいと感じ
る。

今後も継続して事
業評価会議は実施
していく。

3

在宅医療と
介護の提供
体制の構築

の推進

筑紫医師会在宅医療・
介護連携⽀援センター
及び本市、近隣他市を
中⼼に「筑紫地区在宅
医療・介護連携推進検
討会議」を設置し、地
域における在宅医療・
介護連携に係る課題の
抽出・情報共有を図る
とともに、円滑な連携
体制の構築に向けた検
討を行います。

高齢者
支援課

医療機関、筑紫地区5市、在宅
医療・介護連携支援センター、
筑紫保健福祉環境事務所の担当
者において、R5年度に出た課題
の把握、解決に向けた取組みを
行った。

筑紫地区在宅医
療・介護連携推進
検討会議の開催数

4回 4回 4回 4回 4回

⑤
　
4
　
3
　
2
　
1

施設での看取り対応
に差があり、高齢者
等が自分らしい暮ら
しを人生の最期まで
続けることができる
体制ができていない
ため、今後も継続し
て切れ目のない在宅
医療と在宅介護を円
滑に提供できるよう
にしていく。

PDCAサイクルに
沿って、現状分
析、課題抽出を行
い、事業の評価・
改善を行ってい
く。

今後の展開NO 事　　業 内　　　　容
担当部

署
令和6年度末進捗状況 目標 評価 現状と課題

※（　）内は新たな
数値目標値

目標値

1/13



【資料２】

基準値 実績値

R6 R7 R8 R4 R6
今後の展開NO 事　　業 内　　　　容

担当部
署

令和6年度末進捗状況 目標 評価 現状と課題
目標値

4
医療・介護
関係者の研

修

多職種・多機関連携
研修会を実施し、医
療・介護関係者及び
関係機関が意⾒交換
できる場を設けるこ
とで、お互いの業務
の現状や課題を知
り、医療介護連携に
おける課題解決を⽬
指します。

高齢者
支援課

ACPの理解促進のため、多職
種・多機関連携研修会を実施し
た。

多職種・他機関連
携研修会の開催数

2回 2回 2回 2回 2回

⑤
　
4
　
3
　
2
　
1

医療介護連携に関
する事業所数に対
して研修会への参
加者が少ない現状
がある。

ACPについて筑紫地
区の考えを関係者
に浸透させてい
く。

5
地域住民へ
の普及・啓

発

住⺠を対象とした普
及啓発講演会を開催
し、住⺠の在宅医
療・介護連携に対す
る理解の促進を図り
ます。

高齢者
支援課

住民やその家族、親しい人が在
宅医療を必要としたときに最適
な選択ができるように、在宅医
療に関する講演会・出前講座を
開催した。

普及啓発講演会の
開催数

1回 1回 1回 1回 1回

⑤
　
4
　
3
　
2
　
1

参加者の内訳が開
催地周辺の住民に
偏ってしまってい
る。

今後も継続して開
催し、開催地を筑
紫地区で順番に変
え実施していく。

6
生活支援体
制整備事業

の推進

地域包括ケアシステム
構築のため、互助を基
本とした⽣活⽀援・介
護予防活動が創出され
るよう、協議体の活動
を⽀援します。第1層・
第2層協議体において
は、住⺠主体での活動
の活発化を⽬指し、特
に第2層協議体において
は、地域の課題を互助
により解決する体制の
構築を支援します。

高齢者
支援課

在宅福祉サービスや介護保険
サービスではカバーできない地
域の問題に対応できる地域力を
高め、つなげる為、生活支援
コーディネーターを配置し、第
2層協議体を全5圏域に設置、及
び企業ネットワークの構築に向
けた取り組みを実施した。

地域課題対応検討
数

2件 4件 5件 1件 1件

5
　
4
　
③
　
2
　
1

地域課題について具
体的な取組みを実施
できている協議体が
ある一方で、地域課
題についての話し合
いや単発の事業に留
まっている協議体も
あるため、具体的な
課題解決の取組みが
進むように生活支援
コーディネーターの
支援が必要である。

生活支援コーディ
ネーターと各第2層
協議体の連携を強
化し、具体的な取
組みを推進できる
体制を構築すると
共に、市内全域を
担当する第1層協議
体の体制構築が必
要である。
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基準値 実績値

R6 R7 R8 R4 R6
今後の展開NO 事　　業 内　　　　容

担当部
署

令和6年度末進捗状況 目標 評価 現状と課題
目標値

7
配食サービ

ス事業

ひとり暮らし⾼齢者
などを対象に、調理
が困難な⼈の⾷の
⾃⽴と安否確認のた
め、配⾷サービスを
実施します。⾏政
サービスにこだわら
ず、⺠間業者を含め
て地域で⾷の安定が
図られるよう情報提
供に努めます。

高齢者
支援課

65歳以上の一人暮らし及び高齢
者のみ世帯、障がい者など買い
物や調理が困難な人に対し、委
託した業者からお弁当を1日最
大2食（昼食、夕食）まで本人
の状況を調査し、必要な食数を
配達した。また、配達時に手渡
しすることにより、安否確認も
実施した。

配⾷サービス事業
延べ利用者数
※⾼齢者のみの延べ利用者数

800人 820人 840人 781人 893人

⑤
　
4
　
3
　
2
　
1

民間の配食業者の充実
により、利用食数が以
前に比べ減少してきて
いるが、利用者数は増
加している。今後も地
域包括支援センターや
社会福祉協議会、ケア
マネジャー等と連携
し、見守りが必要な人
へのサービスの導入を
進める必要がある。

広報等で周知活動
を行ない、適切に
サービス導入を行
う。
また、行政サービ
スにこだわらず、
民間業者を含めて
地域で食の安定が
図られるよう情報
提供に努める。

8
緊急通報装
置貸与事業

ひとり暮らし⾼齢者
などを対象に、緊急
時の対応と安否確認
のため、緊急通報装
置貸与事業を実施し
ます。

高齢者
支援課

65歳以上の一人暮らし及び障が
い者などが、家庭内で急病や事
故などの緊急時に本体ボタンま
たはペンダントを押すことによ
り、受信センターに通報される
機器及び人感センサーを貸与し
た。令和5年度より携帯型の緊
急通報装置の貸与を開始し、固
定電話のない家庭へも貸し出し
ができるようになった。

新規設置台数 10台 10台 10台 6台 22台

⑤
　
4
　
3
　
2
　
1

装置の貸与を必要と
する人が利用しやす
い環境を整備するた
め、民生委員や地域
と連携した体制づく
りを進めている。近
所付き合いが希薄化
し、協力員を頼めな
い人がいるが、駆け
つけサービスを導入
し、対応している。
携帯型を導入したこ
とで設置台数が増加
した。

今後も、必要な人
へのサービスの周
知・導入を図る。

9
紙おむつ給
付サービス

事業

在宅の要介護⾼齢者
の⽣活の質の向上、
経済的負担の軽減を
図るため、紙おむつ
給付サービス事業を
実施します。

高齢者
支援課

在宅で生活する要介護者と認定
された65歳以上の人または65歳
未満の人で初老期における認知
症に該当する人で、介護保険料
の所得段階が1～5段階であり、
かつ、常に紙おむつの使用が必
要な人に対し、紙おむつを現物
給付した。

登録者数 160人 160人 160人 156人 156人

⑤
　
4
　
3
　
2
　
1

登録者の中で、必
要な人に対し、毎
月の紙おむつの現
物給付を行った。

今後、高齢化の進
行に伴い、支給対
象者が増加するこ
とが考えられる。
適切な給付を行う
ため、他の自治体
の要件・動向を注
視しながら、整備
を図る。
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基準値 実績値

R6 R7 R8 R4 R6
今後の展開NO 事　　業 内　　　　容

担当部
署

令和6年度末進捗状況 目標 評価 現状と課題
目標値

10

高齢者運転
免許証自主
返納支援事

業

運転免許証を⾃主返
納した⾼齢者の閉じ
こもり防⽌・外出⽀
援のきっかけとする
ために、移動⼿段で
ある公共交通機関の
利⽤補助の⽀援を行
います。

高齢者
支援課

70歳以上の高齢者のうち運転免
許証を自主返納された方を対象
に、10,000円相当の支援品（IC
カードnimocaまたはかわせみバ
ス専用乗車券のいずれか）を交
付した。

申請数 130件 140件 150件 120件 161人

⑤
　
4
　
3
　
2
　
1

制度の周知を図る
ため、警察署や運
転免許試験場では
免許返納者に対
し、各市町村にお
ける支援事業を取
りまとめたチラシ
を配布してもらっ
ている。

安全運転支援装置
等購入補助事業と
共に、高齢者の事
故防止や移動支援
に寄与していると
考えられる。今後
も警察署や運転免
許試験場への情報
提供や広報等で周
知を図る。

11

地域ケア会
議・助言者
連携会議の

開催

地域ケア会議の個別事
例の検討から地域課題
を抽出し、抽出された
地域課題の解決方法を
検討する場である、助
⾔者連携会議を開催し
ます。
また、助言者連携会議
で検討した課題解決方
法を実際の取り組みに
繋げるために関係機関
にて協議する体制を整
備します。

高齢者
支援課

保険者、包括支援センター（主
任介護支援専門員、保健師、社
会福祉士）、理学療法士等の参
加により定期的に開催した。

地域課題検討事例
数

4件 4件 4件 0件 4件

⑤
　
4
　
3
　
2
　
1

個別事例の検討だ
けでなく、そこか
ら見える地域課題
の抽出とその解決
方法の検討は実施
できているが、具
体的な事業を産み
出すことが出来て
いない点が課題で
ある。

地域ケア会議の仕
組みを整理し、地
域課題の抽出から
政策形成に繋げる
システムを構築す
る。

12
認知症サ

ポーターの
養成

地域で認知症⾼齢者を⽀
援していくために、認知
症について正しく理解
し、認知症の⼈やその家
族を⾒守り、⽀援する認
知症サポーターを養成し
ます。
講座の開催について、地
域包括⽀援センターだけ
でなく、講座の講師役で
あるキャラバン・メイト
主体の開催を⽬指しま
す。また、キャラバン・
メイトをはじめ、市内の
協⼒者を確保した上で、
多世代への講座を開催
し、住⺠全体の認知症へ
の意識を⾼めます。

高齢者
支援課

地域での出前講座や小学校や中
学校で認知症サポーター養成講
座を開催した。
既受講者に対し、知識の再確認
の場を提供する振り返り講座は
新型コロナ感染症流行期間中の
受講者も対象に含めて開催し
た。

認知症サポーター
養成講座受講者数

700人 700人 700人 525人 1,042人

⑤
　
4
　
3
　
2
　
1

令和5年度よりも受
講者数は増加し
た。
今後は特に、地域
での開催を依頼し
ていく必要があ
る。
また、認知症サ
ポーター養成講座
の講師の担い手の
確保も必要であ
る。

実施方法の工夫等
によって、地域で
の出前講座や小中
学校での講座の充
実に取り組む。ま
た、キャラバンメ
イト連絡会等と連
携し、地域で講座
を開催する講師の
担い手を増やして
いく。
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基準値 実績値

R6 R7 R8 R4 R6
今後の展開NO 事　　業 内　　　　容

担当部
署

令和6年度末進捗状況 目標 評価 現状と課題
目標値

13

認知症高齢
者等を介護
する家族へ
の支援の充

実

認知症⾼齢者、家
族、地域住⺠、介護
や医療の専⾨職、認
知症サポーターなど
様々な⼈が集い、悩
みや情報を共有しあ
いながら、専⾨職に
相談できる場所でも
ある認知症カフェを
増やします。

高齢者
支援課

認知症地域支援推進員が中心と
なり、地域での交流会（オレン
ジカフェ）開催へ向けた支援を
行った。

認知症カフェ開催
箇所数

5箇所 6箇所 7箇所 4箇所 5箇所

⑤
　
4
　
3
　
2
　
1

認知症支援者連絡
会にてオレンジカ
フェ運営者や新規
立ち上げ検討者の
交流会を実施し
た。
今後、新規立ち上
げについても主要
な支援者の意向を
確認し、支援す
る。

交流会（オレンジ
カフェ）の新規立
ち上げに向けて、
認知症地域支援推
進員を中心として
支援を行って行
く。

14
認知症声掛
け体験の実

施

認知症による徘徊な
どの⾏動が起こった
場合に備え、地域住
⺠や事業所が連携
し、認知症⾼齢者へ
の声掛けや保護など
の対応について体験
学習を実施します。

高齢者
支援課

認知症地域支援推進員が中心と
なり、声かけ訓練・体験を実施
した。

認知症声掛け体験
実施数

4回 4回 4回 2回 3回

5
　
④
　
3
　
2
　
1

今後も地域で認知
症サポーター養成
講座の出前講座を
実施した団体に対
して、声かけ訓練
ができるように依
頼していく必要が
ある。

今後も効果的な実
施方法を認知症地
域支援推進員や
キャラバンメイト
を中心に検討して
いく必要がある。

15
介護予防出
前講座の実

施

介護予防に関する知
識の普及啓発を図る
ため、要介護状態を
招く恐れのある⽣活
習慣病などの予防や
運動機能向上や⼝腔
機能向上・栄養改善
に関する出前講座を
実施します。

健康課

令和2年度より、高齢者の保健
事業と介護予防の一体的実施事
業のポピュレーションアプロー
チとして実施している。保健
師、管理栄養士、歯科衛生士、
健康運動指導士、理学療法士に
よる講話や実技を実施した。ま
た生活習慣病重症化予防・介護
予防を目的としたフレイル
チェックと健診受診勧奨を行っ
た。

出前講座実施団体
数

25団体 26団体 27団体 25団体 27団体

⑤
　
4
　
3
　
2
　
1

講座の実施回数や
参加者数は増加傾
向にあるが、リ
ピーターが多く、
新規の申込が少な
い。
質問票の結果で
は、移動能力、口
腔機能、認知機能
の低下がみられ
た。また、団体に
よっては高血圧者
や身体機能に差が
ある。

新規団体からの申
込を増やすため、
出前講座の周知を
行う。
運動や口腔プログ
ラム等実践的な講
座の利用を増やし
ていく。
健診受診勧奨や生
活習慣病予防、特
に高血圧に関する
講話を重点的に行
う。
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16
介護予防運
動教室の実

施

認知症予防を含めた
健康づくりを⽀援す
るため、ステップ台
を⽤いたステップ運
動教室を実施しま
す。また、教室修了
者がステップ運動を
継続するための場を
提供します。

健康課
年1クール全6回、ステップ運動
およびスロージョギングに関す
る教室を実施した。

介護予防運動教室
実施回数

6回 6回 6回 12回 6回

⑤
　
4
　
3
　
2
　
1

参加者の減少が続い
ていることから実施
回数を12回から6回へ
変更した経緯があ
る。各公民館におけ
る自主活動やステッ
プ台の貸し出しによ
り、運動が継続しや
すい体制を整えてい
く必要がある。

近年、身体的フレイル
に対して、負荷斬新ト
レーニングやバラン
ス・柔軟性を高める運
動、有酸素運動を含む
複合型の運動が推奨さ
れている。そのため、
今後はステップ運動に
限らず、ポールウォー
キング等を組み合わせ
た複合的運動をプログ
ラムとした教室を計画
し、実施する。

17
特定健診等

の推進

⽣活習慣病予防のた
め、特定健診と健診
後の保健指導を実施
します。
また、⽣活習慣病の
重症化を防ぐための
保健指導が必要な対
象者を抽出するため
に、様々な⼿法を⽤
いて未受診者対策を
実施します。

健康課

トワイライト健診で骨粗しょう
症検診を実施することにより、
国保対象者以外にも市の健診を
受けるきっかけづくりを行うこ
とができた。
受診勧奨はハガキ勧奨3回/年実
施。また、最終勧奨ハガキ（2
月送付）には健診案内ページに
移行できる2次元コードを印刷
し、個別健診医療機関の検索が
容易にできるようにした。電話
勧奨も継続。
特定保健指導については集団健
診当日保健指導率を89.8％から
93.0％へ向上させた。

特定健診受診率 45% 47% 49% 41.5%

R6年度
（R7.4.
7現在)
特定健
診受診

率
33.0％
確定時
期：

R7.11月

5
　
④
　
3
　
2
　
1

最も健診を受診して
いる層（70代）の後
期高齢者健康保険へ
の移行による国保被
保険者数が減少して
いる。
健診受診行動を起こ
しにくい若年層への
健診勧奨手法を構築
する。
また、受診行動を起
こしやすいと思われ
る層への効果的な勧
奨を考えていく。

新規国保加入者
（若年層と65歳前
後の退職者）への
早期かつ効果的な
勧奨を行ってい
く。
トワイライト健診
や、レディースデ
イを継続して実施
する。

18

高齢者の保
健事業と介
護予防の一
体的実施

⾼齢者の医療、健
診、介護などのデー
タを活⽤し、要介護
状態を招く恐れのあ
る⽣活習慣病の重症
化予防や低栄養予防
などの保健事業を効
果的に行います。

健康課

令和4年度に対象者として抽出
された者への介入について、令
和5年度に完了。
支援対象者32人、指導実施者28
人、食習慣の改善など行動変容
がみられた人は18人だった。

低栄養訪問事業
保健指導実施率

100% 100% 100% 92% 88%

⑤
　
4
　
3
　
2
　
1

若年の頃からBMIが低
い高齢者や活動量が
多い高齢者について
は、体重の増減だけ
で低栄養を評価しに
くところがある。
保健指導の事前通知
をしているが、防犯
上の理由で訪問や電
話について拒否的な
対象者が増えてい
る。

対象者抽出基準を
国と揃え、栄養と
口腔ケアの保健指
導をセットで実施
する歯科衛生士と
管理栄養士の同行
訪問日を設定する
ことを継続する。
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19

高齢者の保
健事業と介
護予防の一
体的実施

⾼齢者の医療、健
診、介護などのデー
タを活⽤し、要介護
状態を招く恐れのあ
る⽣活習慣病の重症
化予防や低栄養予防
などの保健事業を効
果的に行います。

健康課

令和5年度に対象者として抽出
された者への介入について、令
和6年度に完了。
支援対象者120人、指導実施者
109人、介入後良い生活習慣を
維持または望ましくない生活習
慣を改善した者は48人だった。
(令和6年度高齢者の保健事業と
介護予防等の一体的な実施事業
に係る実績報告書より。事業は
令和７年度6月まで実施。)

生活習慣病重症化
予防事業　保健指
導実施率

100% 100% 100% 100% 91%

⑤
　
4
　
3
　
2
　
1

生活習慣病重症化
の種別は、高血圧
が最も多く、主な
リスク因子となっ
ている。また、治
療中であってもコ
ントロールが不十
分なケースもみら
れ、これが脳・
心・腎疾患の発症
に繋がり、将来的
に介護を要するリ
スクを上昇させて
いる。

高血圧の重症化予防
に注力していくた
め、家庭での血圧測
定を普及するために
血圧記録手帳を配布
し、自己管理ができ
るよう促していく。
さらに、市内医療機
関を個別に訪問し、
高血圧と脳血管疾患
に関するデータを共
有し、解決に向けて
助言を得る。

20
ボランティ
ア講座の実

施

社会参加への意欲を⾼め、活
動場所を提供するため、各種
ボランティア講座や研修会な
どを開催します。また、地域
ボランティア活動への参加の
きっかけづくりを進めます。
また、ボランティア⼊⾨講座
や体験プログラムなど、様々
なきっかけから活動に触れら
れるよう、ボランティアへの
⼊⼝を増やします。

総務課

くるりんボ交流会やえんがわカ
フェ、ボランティア体験会等を
実施し、団体の活動を知り、個
人、団体のボランティアと交流
する機会をつくった。
市内にあるボランティアをを知
ることで、ボランティアを始め
るきっかけ作りをした。

ボランティア講座
参加者数

135人 140人 145人 136人 159人

⑤
　
4
　
3
　
2
　
1

様々な種類の講座
や研修、交流会を
実施したことで、
参加者それぞれが
興味のある分野の
イベントに参加す
ることができるた
め、参加者数が10
名以上となる催し
が増えた。

今後もよりニーズ
にあった講座等を
実施するために、
アンケート調査を
SNS等も活用しなが
ら実施する。

21
ボランティ
ア相談事業

ボランティア活動を希
望する住⺠とボラン
ティアを必要とする住
⺠に対して、ニーズに
合った情報を提供する
ほか、運営に課題を抱
える団体の活動⽀援の
ための相談会を実施し
ます。
また、NPO・ボランティ
ア活動に関するあらゆ
る相談に対応できるよ
う、相談機能を軸とし
たセンター機能の充実
を図ります。

総務課

活動者は50～70歳代のボラン
ティアが多く、平日を含め活躍
している。「自分にできること
はないか」と相談に来た際、活
動の場の提供が難しい場合は、
講座や研修などの情報を提供し
ている。また、教養・余暇活動
として行っていることを、趣味
からボランティア活動への視点
を広げてもらえるようアプロー
チした。

ニーズ調整件数 25件 30件 35件 21件 14件

5
　
4
　
③
　
2
　
1

新型コロナウイルス
感染症をきっかけに
活動が縮小したり、
団体の高齢化の影響
により活動の機会が
減少していることも
あり、ニーズ調整数
が大きく減少してい
る。
県のボランティア連
絡会や他市町村の視
察等を通じてスキル
アップを図る必要が
ある。

補助金や講座情報
等、団体の活動や
スキルアップにつ
ながる有益な情報
をセンターから積
極的に発信できる
よう、情報収集を
行い、友達登録者
数を増やし、公式
LINEなどで発信す
る仕組みを整えて
いく。
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22
ボランティ
ア相談事業

ボランティア活動を希
望する住⺠とボラン
ティアを必要とする住
⺠に対して、ニーズに
合った情報を提供する
ほか、運営に課題を抱
える団体の活動⽀援の
ための相談会を実施し
ます。
また、NPO・ボランティ
ア活動に関するあらゆ
る相談に対応できるよ
う、相談機能を軸とし
たセンター機能の充実
を図ります。

総務課

近年はボランティア支援センター
に登録している団体でも高齢化が
進み、活動を縮小せざるをえない
団体が増えている。その中で、R6
年度からはセンターの職員が各団
体を訪問し、より団体に寄り添っ
た支援ができる体制を整えてい
る。
また、特に高齢のボランティアに
対してはパソコンやスマートフォ
ンの使用についてもサポートし、
継続して活動するためのサポート
をしている。

活動相談件数 55件 60件 65件 52件 75件

⑤
　
4
　
3
　
2
　
1

R6年度から団体を
訪問して得た情報
を基に、団体に寄
り添った支援の方
法を考えていく。

市民に対してはもち
ろんのことながら、
市職員等の関係者に
対しても団体・個人
ボランティア等の活
動を知っていただく
ため、ボランティア
フェスタやボラン
ティア体験会等のイ
ベントの周知を行
う。

23
介護サポー
ター活動支

援事業

⾼齢者が介護施設など
においてボランティア
活動を行い、社会参加
を通じて⽣きがいづく
りと健康増進に繋げ、
取得したポイントに応
じて転換交付⾦を交付
します。また、事業周
知を行い、⾼齢者の⽣
きがいづくりを⽀援し
ます。

高齢者
支援課

介護認定などにより活動を辞め
られるサポーターもいたが、認
知症サポーター養成講座の開催
後に介護サポーター登録をされ
る方はいるものの、介護サポー
ターの登録者は昨年度と比較し
て横ばいとなった。

介護サポーター数 240人 250人 260人 232人 251人

⑤
　
4
　
3
　
2
　
1

介護サポーター制度
を知って、活動して
いただく方を増やす
ために周知を強化す
る必要がある。
また、受入機関の拡
充やサポーターと受
入機関のマッチング
を強化する必要があ
る。

受入機関のニーズ
把握や、新規サ
ポーター登録者増
加の取組みを実施
する必要がある。

24
シニアクラ
ブ助成事業

地域コミュニティの
重要な組織であるシ
ニアクラブの活動を
⽀援するため、シニ
アクラブ連合会への
助成事業を実施しま
す。

高齢者
支援課

単位クラブ及びシニアクラブ連
合会へ市から補助金を支出し
た。

会員数 680人 690人 700人 669人 586人

5
　
④
　
3
　
2
　
1

会員数が減少してい
る。65歳以上の人口
割合からすると、加
入率は低く、若い年
齢の会員が少ないこ
とが課題である。
役員のほとんどを男
性が占めているた
め、女性リーダー研
修や会長女性部長合
同会議を実施し、女
性会員の増加を目指
している。

今後も高齢者の生き
がいづくりなどを進
めるうえで必要な事
業であるため、老人
クラブ連合会に補助
金を交付すること
で、より一層積極的
な活動や組織の活性
化を図る。

8/13



【資料２】

基準値 実績値

R6 R7 R8 R4 R6
今後の展開NO 事　　業 内　　　　容

担当部
署

令和6年度末進捗状況 目標 評価 現状と課題
目標値

25
シルバー人
材センター
助成事業

⾼齢者の社会活動の
参加、⽣きがいづく
りの充実のため、シ
ルバー⼈材センター
への助成事業を実施
します。

高齢者
支援課

シルバー人材センターへ市から
補助金を支出した。

会員数 280人 290人 300人 277人 266人

5
　
④
　
3
　
2
　
1

会員数が減少してい
る。技能を有した会員
の脱会や天候により作
業が進まなかったこと
等により注受注件数は
減少しているが、今後
も高齢者就業促進研
修・訓練の実施や人材
登録・人材派遣に取組
み、高齢者の就業を促
進する。

今後も高齢者の社
会活動の参加促進
のために必要な事
業である。会員増
加策について他市
の情報を収集し、
実現に向けて協議
を行う。

26
高砂大学の

開催

⾼齢者の学習の場を
提供し、⼼豊かで充
実した⼈⽣を送る能
⼒の向上及び教養、
趣味の深化充実に資
するために、⾼砂⼤
学を開催します。

社会教
育課

6月から3月まで、午前中は教養
講座、午後は趣味講座として年
間9回の講座を開催。また11月
に移動教室を実施することがで
きた。

受講者数 210人 215人 220人 93人 111

5
　
4
　
③
　
2
　
1

現状としては100人
強の方に参加して
いただいている
が、継続して受講
されている方は高
齢化し来館が難し
くなってきている
ため、受講者数の
維持・増加が課題
である。

継続受講者が多
く、マンネリ化を
防ぐためにも講座
内容のブラッシュ
アップなど、より
充実した講座内容
の提供が必要。

27
地域関係者
との基盤づ

くり

⾼齢者に関する相談に応じるた
め、地域福祉にかかわる⼈々と連
携できる関係づくりを推進しま
す。社会福祉協議会が推進してい
る福祉ネットワーク推進地区⽀援
事業において、加⼊していない⾏
政区に働きかけを行うなど、地域
での問題解決に向けて共に検討し
ながら取り組む活動を支援しま
す。
また、シニアクラブや⺠⽣委員児
童委員連合協議会との連携によ
り、⾼齢者の⾒守り活動や安否確
認を実施します。

高齢者
支援課

地域での福祉ネットワーク作り
は重要なものとなる。社会福祉
協議会が推進している福祉ネッ
トワーク推進地区支援事業にお
いて、37行政区中33行政区が加
入して、高齢者サロンや見守り
活動を展開した。

福祉ネットワーク
推進地区　支援事
業加入行政区数

33行政
区

34行政
区

35行政
区

32行政
区

33行政
区

⑤
　
4
　
3
　
2
　
1

高齢者が住み慣れ
た地域で、継続的
に安心した生活が
おくれるようにす
るため、地域福祉
関係者との連携を
図っている。

社会福祉協議会が
推進している福祉
ネットワーク推進
地区支援事業にお
いて、加入してい
ない行政区に働き
かけを行うなど、
地域での問題解決
に向けて共に検討
しながら取り組
む。
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28

認知症高齢
者支援ネッ
トワークの

構築

認知症による徘徊などで
⾏⽅不明になった⾼齢者
を早期発⾒するため、認
知症⾼齢者等SOS ネット
ワークにより、警察署や
協⼒事業所との連携のも
と、「防災メールまもる
くん」等を活⽤し、⾏⽅
不明⾼齢者の早期保護を
図ります。

高齢者
支援課

福岡県の防災メールや防災アプ
リを活用し、防災情報のみなら
ず、行方不明になった認知症高
齢者に関する情報提供の呼びか
けを行った。
また、これまで分かりにくいと
言われていたサポート事業所の
登録証を更新した。

認知症高齢者支援
ネットワーク　登
録サポート事業所
数

120箇所 124箇所 128箇所 111箇所 106箇所

5
　
④
　
3
　
2
　
1

認知症高齢者の事前登
録を行っており、警察
署やサポート事業所と
の連携のもと、行方不
明高齢者の早期保護を
図っている。また、認
知症高齢者等ＳＯＳ
ネットワーク事業の周
知によりサポート事業
所の増加に努めてい
る。

サポート事業所を
増やし、ネット
ワークの強化を図
る必要がある。ま
た、認知症高齢者
の事前登録につい
て更なる周知を図
る。

29
成年後見制
度の周知・

啓発

地域包括⽀援センター
や社会福祉協議会と連
携して、制度の周知・
啓発や相談対応を実施
します。また、講演会
の開催や出前講座を実
施し、制度の内容を分
かりやすく住⺠に伝え
ます。

高齢者
支援課

必要に応じ、制度の案内や導入
を行った。また、制度を住民等
に対して啓発するために講演会
を実施した。

成年後見制度講演会参加者28名

成年後見制度利用
支援事業普及・啓
発のための講演会
など

1回 1回 1回 1回 1回

⑤
　
4
　
3
　
2
　
1

個々の状況に応じ
て支援し、また、
案内や制度導入を
行っている。

HPや広報紙、講演
会を通じて、住民
に制度の概要や活
用方法について周
知を図る。

30
災害時等要
支援者台帳

の整備

「那珂川市災害時等要⽀
援者避難⽀援プラン登録
制度」に基づき、災害時
に支援が必要な⾼齢者を
把握します。
また、⾼齢者の日常の⾒
守り体制の構築と、緊急
事態の際に親族などに連
絡が取れる体制を強化す
るために、引き続き要⽀
援者台帳の登録及び更新
を継続します。

高齢者
支援課

新規対象者及び異動分の調査
を、2ヶ月毎に民生委員に依頼
し、同意者については登録を
行った。同意対象者について
は、民生委員による見守りを
行った。

災害時等要支援者
台帳登録者数

4,100人 4,200人 4,300人 4,042人 4,098人

⑤
　
4
　
3
　
2
　
1

新規対象者（65歳以
上及び異動分）の調
査を、2ヶ月毎に民生
委員・児童委員に依
頼しているが、拒否
者も多いことが課題
である。
要支援者と要配慮者
の整理を行い、災害
時と日頃の見守り活
動時の台帳の活用方
法を整理する必要が
ある。

「那珂川市災害時等要
支援者避難支援プラン
登録制度」に基づき、
災害時援助が必要な高
齢者を把握する。ま
た、高齢者の日頃の見
守り体制の構築と、高
齢者の緊急事態の際に
親族などに連絡が取れ
る体制を強化するため
に、引き続き要支援者
台帳の登録を継続す
る。

10/13



【資料２】

基準値 実績値
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31
自主防災組
織の体制整

備

災害時に避難⾏動要
⽀援者が円滑かつ迅
速に避難できるよ
う、⾃主防災組織の
充実・強化を推進し
ます。

安全安
心課

市民防災訓練において、避難行
動要支援者の避難訓練及び各区
で計画した訓練を実施する予定
であったが、荒天のため訓練は
中止となった。
また、自主防災組織と防災士の
連権を深め、地域の防災力を向
上させること目的に、防災士の
育成を行った。

避難所運営訓練参
加自主防災組織数

18組織 24組織 37組織 3組織 0組織

5
　
4
　
3
　
②
　
1

避難行動要支援者
を交えた避難訓練
は実施できなかっ
たが、支援者や避
難経路の確認、連
携について確認す
るができた。
課題は、自主防災
組織と防災士が連
携し、それぞれの
役割について理解
するとともに、訓
練内容を充実する
ことである。

各区自主防災組織
に対し、避難行動
要支援者の避難訓
練実施を呼びかけ
るとともに、防災
士の意識啓発や知
識・技能の習得の
ためにスキルアッ
プ研修を実施す
る。

32
要介護認定
の適正化の

推進

介護サービスを必要
とする対象者の適切
な認定と円滑な要介
護認定事務を推進す
るとともに、市調査
員による訪問調査票
の点検を行うことで
要介護認定の適正化
を推進する。

高齢者
支援課

市に提出された全ての認定調査
票について、全国同一基準にて
点検を実施した。

調査員指導担当者
による点検の実施
率

100% 100% 100% 100% 100%

⑤
　
4
　
3
　
2
　
1

要介護認定の公
正・公平性を保つ
ために、全国から
の情報等を随時把
握し、点検に反映
させる必要があ
る。

引き続き、市に提
出されるすべての
調査票について点
検を実施する。
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33
ケアプラン

の点検

介護支援専門員とケ
アプランの検証確認
を行うことで適正な
給付を支援します。

高齢者
支援課

今年度から業務委託にて、９事
業所のケアプランの点検を実施
した。

ケアプラン点検を
行った市内事業所
数

9事業所 9事業所 9事業所 4事業所 9事業所

⑤
　
4
　
3
　
2
　
2

ケアプラン作成に
係る書類の提出を
求め、ケアプラン
作成過程に係る点
検を実施。
後日ヒヤリングを
実施し、ケアマネ
ジャーと改善項目
等の共有を行っ
た。

引き続き、市内外
を問わずケアプラ
ン作成を行う事業
所に対して実施す
る。

34

住宅改修の
点検、福祉
用具購入・
貸与に関す

る審査

適切な住宅改修及び
福祉用具購入となる
ように助言指導等を
行う。

高齢者
支援課

住宅改修、福祉用具購入に係る
全ての申請に対して、給付適正
化に係る内容点検を実施した。

住宅改修施工前・
福祉用具購入前の
申請内容点検実施
率

100% 100% 100% 100% 100%

⑤
　
4
　
3
　
2
　
3

住宅改修（216
件）、福祉用具購
入（151件）の申請
を受理し、申請内
容の点検を行っ
た。

引き続き、申請内
容の全件点検を行
う。

35
賦課徴収事

務

保険料の未納者を確
実に把握し、未納保
険料の減少に努め
る。

高齢者
支援課

催告書、分納不履行通知書等を
発送後、納付状況等反応を確認
しながら連絡をしてさらに納付
を促している。また、催告は納
付を全くしない者等へは公印を
押印したものを使用し通知内容
を強化した。分納をしていない
者や分納の誓約をしたが未納が
続く者へは、時効を迎える者か
ら優先的に連絡をした。

保険料滞納繰越分
の収納率

21% 22% 23% 18.37% 20.71%

5
　
④
　
3
　
2
　
1

督促や催告、分納
不履行や時効の管
理方法が整いつつ
あり収納率も向上
していることか
ら、現在行ってい
る納付勧奨をを今
後も継続する必要
がある。

引続き、時効管理
を行い、分納誓約
者及び分納を行っ
ていない滞納者を
中心に納付勧奨を
強化する。
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36
賦課徴収事

務

普通徴収対象者の納
付漏れを防ぐために
口座振替による納付
を推進する。

高齢者
支援課

転入者や65才到達者、所得更正
により普通徴収が発生した人に
対して口座振替の案内を行い、
納め忘れがないように呼びかけ
を行い、R5より38件増加した
（口座振替実件数は前年度比
366件（期）増）。

口座振替への移行
件数

415件 410件 370件 389件 365件

5
　
④
　
3
　
2
　
1

転入者、65歳到達者、
所得更生者への月次更
正通知時や、本算定通
知発送時に口座振替用
紙を同封している。原
則年金特徴ではある
が、一度口座振替を設
定することで、一時的
に普徴へ切り替えた場
合も納付忘れを防ぐこ
とができるため、口座
振替を勧奨する必要が
ある。

65年齢到達の案内
時等の口座振替勧
奨を行えるタイミ
ングには、今後も
引続き勧奨を強化
する。
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